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独立行政法人福祉医療機構の改革案について

部長ﾎﾟｽﾄ ▲2名（新規）
課長ﾎﾟｽﾄ ▲1名（新規）

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞
理事4名
職員260名
10部1支店34課

理事3名（▲1名）
職員257名
10部1支店32課

理事3名
職員254名（▲3名）
8部1支店31課

≪削減数≫

・管理部門を再編し、管理職ポストの削減

▲8.98億円（簿価額）（新規）
（22年度中を目途）

≪削減額≫

・平成22年度中に職員宿舎（26戸）の入札手続きを実施
・平成22年度中を目途に公庫総合運動場の入札手続きを実施

①ＷＡＭＮＥＴを廃止した場合
▲5.83億円（新規）

②ＷＡＭＮＥＴを見直した場合
▲1.53億円（新規）

＜平成21年度＞ ＜平成22年度＞ ＜平成23年度＞
（運営費交付金）

41.37億円
（運営費交付金）

41.20億円

（運営費交付金）
①ＷＡＭＮＥＴを廃止した場合

35.37億円
②ＷＡＭＮＥＴを見直した場合

39.67億円

≪削減額≫

ＷＡＭＮＥＴの見直しに加え
・人件費の削減（24年度までにラスパイレス指数を概ね100とする。）
・電力使用量の削減、出張旅費の削減等

○福祉貸付事業、医療貸付事業
・資金調達ニーズへの迅速な対応
・申請書類の更なる簡素化 利用者サービスの向上

≪国民への影響≫

２．余剰資産などの売却

３．国からの財政支出の削減

４．その他改革事項

職員：定年後解消（22年度末に1名減、
23年度末に2名減、24年度末に1
名減と段階的に解消）

≪今後の対応≫平成21年度 平成22年度 削減数

役員 2/7人中 0/6人中 ▲2

職員 4/260人中 4/257人中 －

１．組織のスリム化ヒト

モノ

カネ

改革の効果

国家公務員
OB関連



１．組織のスリム化

削減数など

平成22年度 平成23年度～

理事3名
職員257名
10部1支店32課

理事3名
職員254名（▲3名）
8部1支店31課

部長ﾎﾟｽﾄ▲2名・課長ﾎﾟｽﾄ▲1名
（削減額3,500万円）

ヒト

○ 本部の管理部門を再編し、１０部１支店３２課を８部１支店３１課に削減。

○ 大阪支店（４課）について、廃止した場合の費用削減効果の検証を本年４月中に行い、２２年度
上半期中に結論を示す。
（大阪支店：職員数２７人）

<<これまで行ってきた改革努力>>
○ 理事定数の削減、理事長報酬の引下げ（２２年４月実施）

・理事 ▲１名
・削減額１，５００万円

○ 課の統合、ポスト削減（２２年４月実施）
・１０部１支店３４課を１０部１支店３２課へ削減
・課長ポスト ▲２名



２．余剰資産などの売却

効果額など

▲8.98億円（簿価額）

モノ

≪具体的な見直しの内容≫ ≪見直しによる具体的な改革効果≫

○職員宿舎売却予定 26戸
（平成22年度中に入札手続きを実施）

○残りの職員宿舎（72戸）については、全
廃も視野に入れ、段階的に縮減を図る。
（平成24年度末を目途）

▲3.39億円（簿価額）

○公庫総合運動場（三鷹市 2,380㎡）につ
いては、速やかに売却等を行う。
（三鷹市及び関係機関と調整の上、平成
22年度中を目途に入札手続きを実施）

▲5.59億円（簿価額）



３．国からの財政支出の削減

≪具体的な見直しの内容≫

改革の方向性として３案を検討
（別紙参照） Ａ案：▲５.３億円

Ｂ案：▲１.０億円
Ｃ案：▲１.０億円

○福祉保健医療情報サービス事業（ＷＡＭ ＮＥＴ）については全廃
もしくは一部縮小するなど３案を検討

平成22年度予算 削減額など

（運営費交付金）

41.20億円

平成23年度～

（運営費交付金）

①ＷＡＭＮＥＴを廃止した場合 35.37億円
②ＷＡＭＮＥＴを見直した場合 39.67億円

①ＷＡＭＮＥＴを廃止した場合 ▲5.83億円

②ＷＡＭＮＥＴを見直した場合 ▲1.53億円

○年金担保貸付事業、労災年金担保貸付事業

国・機構において、年金担保貸付等と生活保護を繰り返すリピーターの

防止策等について必要な対策を講ずるとともに、廃止する場合の影響等を
把握するための実態調査を行い、今後の事業について存廃を含めてその
在り方を検討し、必要な対策を講ずる。

厚生労働省の方針に従う。
（年金担保貸付制度には国の財
政措置なし）

カネ

４．その他改革事項 ○福祉貸付事業、医療貸付事業
・資金貸付時の審査期間を更に短縮し資金調達ニーズに迅
速に対応する。

・資金貸付時の申請書類の更なる簡素化に向けた検討を行う。

≪国民への影響≫

利用者サービスの向上

国の政策効果が最大となるよう、地域の福祉と医療の向上を目指して、お客さまの目線
に立ってお客さま満足を追求することにより、福祉と医療の民間活動を応援します。

今後の
目標



WAMNET事業の改革の方向性

Ａ案（廃止） Ｂ案（見直し①） Ｃ案（見直し②）

システム最適化計画に基
づくコスト削減

－ 実施 実施

行政情報の掲載 厚生労働省ＨＰに掲載 厚生労働省ＨＰに掲載 継続

医療機関・介護事業所情
報等の掲載

厚生労働省ＨＰに掲載 継続 継続

コスト削減額
22年度予算額７.０億円

２３年度：▲5.３億円
23年度：▲1.0億円
24年度：▲3.0億円

2３年度：▲1.０億円

メリット 事業費削減
○ケアマネジャーの利便性

確保
○担当職員の雇用配慮

○ケアマネジャーの利便性
確保

○担当職員の雇用配慮
○現場の混乱回避

デメリット

○追加費用（1.7億円）
・開発の中止に伴う支払金
・電子届出ｼｽﾃﾑ等開発経費
等が発生

○厚労省ＨＰ開発経費が発生
○日々更新収集される介護事業者

情報等の利用停止

○事業費がかさむ
○自治体ＨＰとの部分的重

複

○事業費がかさむ
○自治体ＨＰとの部分的重

複
○厚労省ＨＰとの部分的重

複

別 紙


